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証券コード　8046
2020年６月５日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋本町一丁目６番５号
（本店事務所　東京都中央区日本橋本町三丁目７番２号）

代表取締役社長 加 藤 七 郎

第72回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第72回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。　
近時、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、外出の自粛が求められております。この状況を
受けて慎重に検討いたしました結果、本株主総会につきましては、適切な感染防止策を実施させ
ていただいた上で、開催させていただくこととしました。
　株主の皆様におかれましては、感染リスクを避ける観点から、本株主総会につきましては、極
力、書面、またはインターネットにより事前の議決権行使をいただき、株主総会当日のご来場を
お控えいただくようお願い申し上げます。

　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2020年６月24日（水曜日）午後５時
30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

【書面による議決権行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着する
ようご返送ください。

【インターネットによる議決権行使の場合】
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスしてい
ただき、同封の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利
用のうえ、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、３頁の「インターネットでの議決権行使に
ついて」をご確認くださいますようお願い申し上げます。
　なお、議決権行使書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、イ
ンターネットによる議決権行使を有効なものといたします。

敬具
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記
1. 日　　時 2020年６月25日（木曜日）午前10時
2. 場　　所 東京都港区新橋一丁目18番１号

航空会館　５階会議室
（ご来場の際には末尾の定時株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目的事項
報告事項 1.　第72期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

2.　第72期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以　上

1.　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。

2.　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.mrfj.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。

新型コロナウイルス感染防止への対応について
【株主様へのお願い】

・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態にも
ご留意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願いいたします。

・本年の株主総会は、極力、書面またはインターネットにより事前に議決権を行使していた
だき、ご来場をお控えいただくようお願い申し上げます。

【ご来場される株主様へのお願い】
・ご来場の株主様におかれましては、マスクの着用やアルコール消毒液のご利用、検温等に

ご協力をお願い申し上げます。
【弊社の対応について】

・株主総会の運営係員は、検温を含め体調を確認のうえ、マスク着用でご対応させていただ
きます。
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【インターネットでの議決権行使について】
１．インターネットによる議決権行使について
（１）書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）にて議

決権を行使可能です。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及
びパスワードにてログインしていただき、画面の案内に従ってご入力ください。なお、セキュリ
ティ確保のため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があります。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
（２）行使期限は2020年６月24日（水曜日）午後５時30分です。お早めの行使をお願いいたしま

す。
（３）書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネットによる

ものを有効とします。インターネットにて複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効
とします。

（４）パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次回の株主
総会時は新たに発行いたします。

（５）インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを当

社よりお尋ねすることはございません。
・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画

面の案内に従ってお手続きください。
・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、

ご利用の機器によってはご利用いただけない場合があります。

２．お問い合わせ先について
ご不明点は、株主名簿管理人である「みずほ信託銀行 証券代行部（以下）」までお問い合わせく
ださい。

（１）議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先
フリーダイヤル　０１２０－７６８－５２４（平日 9:00 ～ 21:00）

（２）上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先
フリーダイヤル　０１２０－２８８－３２４（平日 9:00 ～ 17:00）

以　上
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(添付書類)

事 業 報 告
（2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで）
１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度のわが国経済は、雇用や所得環境の改善により、景気は緩やかな回復傾向で推移してきま
したが、輸出や生産での弱含みに加え、消費増税の影響も懸念される状況にありました。また、米中通商問
題等海外情勢の動向に加え、新型コロナウイルス感染症が経済に与える影響など、景気の先行きはさらに厳
しい状況が続くと見込まれております。
　当社グループが属する建設業界におきましては、首都圏再開発を中心とした民間の設備投資は緩やかな増
加傾向で推移し、インフラ整備等の公共事業投資は堅調に推移しました。しかしながら、労働力不足による
人件費及び運送コストの上昇、鋼材価格の高止まり等、厳しい状況が続いております。
　このような環境の下、当社グループは経営資源の最適配分と経営の効率化に取り組んでまいりました。ま
た、価格の改善、連結子会社との連携による工事受注の強化を図ってまいりました。一方で、受注活動にお
ける熾烈な価格競争を克服すべく、採算性を重視した営業活動を展開するとともに、コスト削減と生産性の
向上を進め、利益の確保に注力してまいりました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は343億91百万円（前期比2.6％減）となりました。売上原価は対
前期比で原価率が0.1ポイント低下した286億74百万円（前期比2.8％減）、販売費及び一般管理費は42億
83百万円（前期比5.3％減）となりました。この結果、営業利益は14億33百万円（前期比10.4％増）とな
りました。
　営業外収益３億57百万円（前期比12.6％減）、営業外費用１億34百万円（前期比14.8％減）を加減し、
経常利益は16億56百万円（前期比6.9％増）となりました。特別利益60百万円、特別損失42百万円を計上
し、税金等調整前当期純利益は16億74百万円（前期比9.6％増）となりました。さらに法人税等合計５億70
百万円を計上しました結果、親会社株主に帰属する当期純利益は11億４百万円（前期比11.3％増）となり
ました。
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　当社の営業の部門は分かれておらず、事業の部門別売上状況は作成しておりません。なお連結子会社は当
社資材輸送及び専門基礎工事の一翼を担っております。
　当社グループの売上の形態別内訳は次のとおりであります。

区 分
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

販 売 15,102 42.8 13,511 39.2

賃 貸 4,016 11.4 4,250 12.4

工 事 10,185 28.8 10,570 30.7

加 工 受 託 2,721 7.7 2,705 7.9

運 送 受 託 3,285 9.3 3,351 9.8

合 計 35,311 100.0 34,391 100.0

(2) 設備投資等の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は６億34百万円であり、主なもの
は、次のとおりであります。
①　当連結会計年度中に完成した主要設備

ディ・ケィ・コム（株）　　機械及び装置　　　　全周回転機械類
札幌工場　　　　　　　　　建物及び附属設備　　事務所

②　重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度において特記すべき事項はありません。
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(4) 対処すべき課題
①　企業リスクへの適切な対応

　当社グループは常に「安全の確保」を経営の最重要課題として位置づけております。
　今般発生した新型コロナウイルスの感染拡大では、社員の健康と安全を最優先にテレワーク等を推進し
つつ、基幹業務を維持する体制を構築してまいりました。今後も想定される大規模地震や自然災害などの
危機的状況に対し、経営に及ぼす影響度を勘案しつつ事業が継続できる体制を整備してまいります。同様
に労働災害撲滅も喫緊の課題であります。安全管理活動を強化し災害・事故のリスクを徹底的に排除いた
します。
　一方、働き方改革に関連する法規制の遵守に努めるとともに、多様化するハラスメントの問題等、様々
な企業リスクに対応するため内部統制システムの実効性を更に高め、グループならびに協力会社全役職員
のコンプライアンス意識の向上に取り組んでまいります。

②　コア事業の更なる収益力強化
　当社グループは、引き続きコア事業の収益力強化を目指してまいります。新型コロナウイルスの影響に
よる世界的な景気減速が見られる中、国内の建設投資では発注の先送りや工事の進捗遅れなどが懸念され
ており、堅調な業績が続いていた建設業界にも先行きの不透明感が増しております。
　当社グループは本業である重仮設事業の収益力を高めるべく、契約単価の改善とともに全社を挙げたコ
スト削減と資機材の効率稼働を推進し、更なる原価の低減にも努めてまいります。
　一方、建設用重機の積極運用による工事受注の拡大を図るとともに、工場における整備・加工の生産性
向上、受注加工営業の強化にも取り組んでまいります。

③　収益構造の変革
　当社グループは新たな収益源の創出を目指し新技術・新商品の開発を継続してまいります。産学共同に
よる研究開発に注力、競争力のある新商品・新工法の開発を加速し、他社との差別化による受注の拡大を
図ってまいります。
　外部企業との提携や連携強化も視野に入れつつ、将来の収益の柱となるような新事業の開発を目指しま
す。また、海外事業については引き続き検討を進めてまいります。
　一方、重点課題である経営資源の最適配置を進めるため、保有資産・保有知財の収益性の検証を進め、
最適な活用方法を模索しながら、安定した収益源の確保に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 6 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

(5) 財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分
第69期

2017年３月期

第70期

2018年３月期

第71期

2019年３月期

第72期
（当連結会計年度）

2020年３月期
売 上 高 33,157 32,950 35,311 34,391

経 常 利 益 1,293 1,339 1,549 1,656

親会社株主に帰属する当期純利益 859 888 992 1,104

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 23円63銭 246円75銭 277円16銭 308円49銭

総 資 産 45,116 45,479 45,423 43,967

純 資 産 25,675 26,272 26,880 27,404

（注）第70期の１株当たり当期純利益につきましては、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株に併合しましたが、株式併合
が期首に行われたとして仮定して算出しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会　社　名 資　本　金 当社の出資比率 主要な事業内容

フジ運輸株式会社 47百万円 100.0％ 一般貨物自動車運送事業
ディ・ケイ・コム株式会社 20百万円 100.0％ 一般建設機械工事業
（注）当社の子会社は２社であり、上記子会社は連結子会社であります。

③　事業年度末日における特定完全子会社の状況
　特定完全子会社に該当する子会社はありません。

(7) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）
　当社グループの事業内容は、鋼矢板（シートパイル）、Ｈ形鋼、鋼製山留材、覆工板等の建設基礎工事用
鋼製重仮設資材、仮設システム橋梁、各種補強土壁製品、建築用鉄骨加工品等の販売、賃貸及び資材提供に
附帯する設計、工事、加工、運送等であります。
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(8) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）
①　当社

名 称 （所在地）

本 店 （東京都中央区日本橋本町一丁目６番５号）
（本店事務所　東京都中央区日本橋本町三丁目７番２号）

東 京 支 店 （東京都中央区） 札 幌 支 店 （北海道札幌市）
東 北 支 店 （宮城県仙台市） 関 東 支 店 （埼玉県さいたま市）
名 古 屋 支 店 （愛知県名古屋市） 関 西 支 店 （大阪府大阪市）
道 東 営 業 所 （北海道中川郡） 青 森 営 業 所 （青森県上北郡）
岩 手 営 業 所 （岩手県北上市） 秋 田 営 業 所 （山形県酒田市）
山 形 営 業 所 （山形県酒田市） 茨 城 営 業 所 （茨城県稲敷郡）
千 葉 営 業 所 （千葉県千葉市） 横 浜 営 業 所 （神奈川県横浜市）
新 潟 営 業 所 （新潟県新潟市） 静 岡 営 業 所 （静岡県静岡市）
北 陸 営 業 所 （富山県高岡市）
道 東 工 場 （北海道中川郡） 札 幌 工 場 （北海道江別市）
青 森 工 場 （青森県上北郡） 仙 台 工 場 （宮城県岩沼市）
山 形 工 場 （山形県酒田市） 茨 城 工 場 （茨城県稲敷郡）
埼 玉 工 場 （埼玉県狭山市） 千 葉 工 場 （千葉県市原市）
新 潟 工 場 （新潟県新発田市） 名 古 屋 工 場 （愛知県知多郡）
北 陸 工 場 （富山県高岡市） 金 沢 工 場 （石川県白山市）
関 西 工 場 （京都府綴喜郡）

②　子会社
名 称 （所在地）

フジ運輸株式会社 （千葉県市原市）
ディ・ケイ・コム株式会社 （東京都江東区）
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(9) 従業員の状況（2020年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
463名 24名増

（注）従業員数は就業人員であります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

362名 5名増 45.7歳 18.7年
（注）従業員数は就業人員であります。

(10) 主要な借入先（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,720百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 690百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 620百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 600百万円
み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 310百万円

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2.　会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 14,766,700株

(2) 発行済株式の総数 4,000,000株
（注） 自己株式420,270株を除いた発行済株式の総数は3,579,730株であります。

(3) 株主数 2,666名

(4) 大株主（上位10名）
株　主　名 持　株　数 持株比率

株 ％
三 井 物 産 ス チ ー ル 株 式 会 社 492,700 13.76

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 214,400 5.98

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 183,108 5.11

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 170,704 4.76

日 本 製 鉄 株 式 会 社 165,770 4.63

大 樹 生 命 保 険 株 式 会 社 165,100 4.61

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 105,839 2.95

丸 藤 ビ ル 株 式 会 社 104,203 2.91

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 71,700 2.00

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 67,400 1.88
（注）１．当社は自己株式420,270株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．損害保険ジャパン日本興亜株式会社は、2020年４月１日付けで損害保険ジャパン株式会社に社名を変更しております。
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3.　会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 志 村 孝 一

代 表 取 締 役 社 長 加 藤 七 郎 社長執行役員

取 締 役 泉 　 惠 一 常務執行役員、経営企画部、情報システム部管掌

取 締 役 羽 生 成 夫 常務執行役員、営業管理部長、工場統括部、工事統括部、業務部管掌、技術
統括部担当

取 締 役 松 田 達 也 執行役員、東京支店、名古屋支店管掌、札幌支店、東北支店、関東支店、関
西支店担当

取 締 役 高 橋 圭 介 執行役員、総務人事部、財経部、環境安全部、内部統制監査室担当

取 締 役 津 川 哲 郎 弁護士、津川哲郎法律事務所所長

取 締 役 見 坐 地 　 一 　 人 日本大学 生産工学部 教授 工学博士

常 勤 監 査 役 浅 田 耕 一

常 勤 監 査 役 石 川 　 朗

監 査 役 内 山 　 裕 税理士、内山裕税理士事務所所長

（注）１．当事業年度における異動は次のとおりであります。
①2019年６月27日開催の第71回定時株主総会において、松田達也及び高橋圭介の両氏が新たに取締役に選任され、就任いた

しました。
②2019年６月27日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって、取締役大川伸二及び島田一史の両氏が任期満了により退任

いたしました。
２．取締役　津川哲郎氏及び見坐地一人氏は社外取締役であります。
３．監査役　石川朗氏及び内山裕氏は社外監査役であります。
４．監査役　内山裕氏は税理士の資格を有しております。財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
５．取締役　津川哲郎氏及び見坐地一人氏、監査役　石川朗氏及び内山裕氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員

として届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　取締役津川哲郎氏、見坐地一人氏、監査役浅田耕一氏、石川朗氏及び内山裕氏は当社と会社法第423条第
１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、その職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないとき
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負うものとしております。
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 10名 164百万円（うち社外取締役 2名 9百万円）
監査役 3名 32百万円（うち社外監査役 2名 17百万円）

（注）１．株主総会決議による取締役の報酬限度額は、年額220百万円以内（ただし使用人給与相当分は含まない）であります。
（2006年６月29日開催の第58回定時株主総会決議）

２．株主総会決議による監査役の報酬限度額は、年額48百万円以内であります。
（2006年６月29日開催の第58回定時株主総会決議）

(4) 社外役員に関する事項
ア．重要な兼職先と当社との関係

　取締役　津川哲郎氏は、津川哲郎法律事務所の所長を兼務しておりますが、同事務所と当社との間に
は特別な関係はございません。
　監査役　内山裕氏は、内山裕税理士事務所の所長を兼務しておりますが、同事務所と当社との間には
特別な関係はございません。

イ．当事業年度における主な活動状況
　取締役会は当事業年度において13回開催しております。
　監査役会は当事業年度において14回開催しております。

①　取締役　津川 哲郎氏
　当事業年度開催の取締役会には12回出席しております。出席した会議におきましては、必要に応じて
主に弁護士としての専門的見地から発言を行っております。

②　取締役　見坐地 一人氏
　当事業年度開催の取締役会には11回出席しております。出席した会議におきましては、必要に応じて
工学博士としての専門的見地から発言を行っております。

③　監査役　石川　朗氏
　当事業年度開催の取締役会及び監査役会には全て出席しております。出席した会議におきましては、
必要に応じて企業経営等の豊富な経験に基づく高い見識から発言を行っております。

④　監査役　内山　裕氏
　当事業年度開催の取締役会には12回出席、監査役会には全て出席しております。出席した会議におき
ましては、必要に応じて税理士としての専門的見地から発言を行っております。
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4.　会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当社の会計監査人としての報酬等の額 40百万円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 42百万円
（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかど

うかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査報酬の額を区分して

おらず、実質的にも区分できないため、上記①の金額には金融商品取引法に基づく監査報酬を含めております。
３．当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である「収益認識に関する会

計基準」対応に関する助言業務契約を締結し、その対価を支払っております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員
の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

5.　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するため
の体制

　当社及び当社子会社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、
取締役会において決議しております。その基本となる「内部統制システムの基本方針」の内容は以下のとおり
であります。

(1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　当社及び子会社の取締役及び使用人（以下「役職員」という）は法令遵守が企業活動の前提であること

を認識しており、当社は、コンプライアンス体制強化のため「コンプライアンス行動規範」の周知徹底
を図り、必要な組織の設置、教育等を行う。

②　役職員が、「コンプライアンス行動規範」に抵触する事態を発見した場合、コンプライアンス委員会に
通報する体制を維持及び向上に努める。

③　コンプライアンス委員会が、重要な問題を取締役会へすみやかに報告できる体制を維持及び向上するこ
とに努める。
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④　取締役会は、法令、社内規程等の遵守状況について、内部統制監査室が監査を行う体制を維持及び向上
することに努める。また、内部統制監査室は、他の牽制・監視機能を持つ部門と連携を強化し、監査を
行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報及び文書の取扱いは、法令、社内規程等に基づき、適切な保存及び管理
を行う。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社及び子会社は、法令及び定款違反その他の事由で損失の危険のある業務執行行為が発見または通報

された場合には、原則としてコンプライアンス委員会が、発見または通報された内容とそれがもたらす
影響等について検討を加え、その結果を取締役会に報告する。

②　取締役は、担当部署においてリスクに対応するため、規則・マニュアル等の制定・配布・研修等を実施
する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　経営計画のマネジメントについては、各業務執行部門において、毎年策定される年度計画に基づき、目

標達成のために活動し、取締役会においては、経営計画が当初の予定通り進捗しているか、毎月その結
果をレビューし、目標未達の要因分析、改善策を報告させ、必要に応じて目標を修正する。

②　日常の職務遂行に際しては、職責権限規程及び組織・職務分掌規程に基づき権限の委譲、分掌を行い、
各責任者は社内諸規程に定める意思決定ルールに則り業務を遂行する。

(5) 当社及び子会社における業務の適正を確保するための体制
①　当社及び子会社の企業集団のコンプライアンス統括組織は、当社コンプライアンス委員会とする。
②　子会社の取締役、監査役を担当する当社の役職員は、子会社の役職員に必要なレビューを行うなど、そ

れぞれの担当分野において子会社の情報把握に努めると共に、相互に十分な情報の交換を行う。
③　当社子会社の社長は、当社社長に子会社の経営状況について毎月報告を行う。また担当取締役は重要課

題について取締役会にも報告する。

(6) 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　専任の監査役補助者は配置していないが、監査役は必要と判断した場合、内部統制監査室所属の職員に
特命の監査を命ずることができるほか、内部統制監査室は監査役の要望した事項についての監査も実施す
る。

－ 14 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

(7) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
①　監査役より特命の監査を命じられた職員は、その命令に関しては取締役、内部統制監査室長等の指揮命

令を受けない。
②　内部統制監査室の人事については、取締役と監査役で意見交換を行う。

(8) 取締役及び使用人の監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため
　の体制

①　役職員は監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。
②　監査役は取締役会その他重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を

閲覧し、必要に応じて役職員にその説明を求めることができる。
③　監査役は、取締役、会計監査人とそれぞれ情報の交換を行い、相互の連携を図る。
④　監査役に報告を行った者が当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いをすることを禁止する。
⑤　監査役の職務を執行するうえで必要な費用の前払い等の請求をしたときは、すみやかに当該費用または

債務を支払うものとする。

(9) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　取締役会は、財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に規定する内部統制報告書を有効かつ適切に提
出するため、内部統制システムの維持・向上に努める。その仕組みが有効かつ適正に機能することを継続
的に評価、必要に応じ是正し、金融商品取引法及び関連法令等との整合性を確保する。

(10) 反社会的勢力排除に向けた体制
①　役職員は、「コンプライアンス行動規範」に基づき、反社会的な勢力や活動に対して毅然とした態度で

臨み、不当、不法な要求には一切応じてはならない。
②　総務担当者は、管轄警察署と連携を保ち、関係行政機関主催の研修活動への参加を通じて、反社会的勢

力に関する情報収集を行う。
③　反社会的勢力から接触があった場合、総務人事部が中心となり、その対応に当たる。また、警察のほか

顧問弁護士等に相談し、適切な措置を講ずる。
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6.　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社の取締役会は、取締役８名(内社外取締役２名)で構成されており、各業務執行取締役から業務執行状況
の報告が行われるとともに、重要事項の審議・決議を行っております。
　取締役会において社外取締役は、独立した立場から決議に加わるとともに、経営の監視・監督を行っており
ます。
　一方、各監査役は取締役会に出席し必要に応じ意見を述べると共に、監査役会において各取締役より業務執
行状況の聴取を定期的に行っております。
　更に常勤監査役は、執行役員会等の各種重要会議に出席すると共に、監査計画に基づき、各営業拠点、工場
並びに子会社の往査、重要な資産の確認、会計監査人・内部統制監査室並びに子会社監査役との定期及び必要
に応じての随時の情報交換、業務執行状況やコンプライアンスに関する問題点の日常業務レベルでの把握、モ
ニタリングを行い、より実効的な監査を通じて取締役の業務執行の適正性、妥当性確保に向けて経営監視機能
の強化を図っております。

（注） 事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）
項 目 金 額 項 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品
建 設 資 材
仕 掛 品
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

33,571
2,167

11,745
1,670

248
17,477

27
34

218
△18

10,396
6,727

920
1,142
4,454

209
272
3,395

878
203
30

2,317
△34

 

（負 債 の
 

部）
流 動 負 債 16,330

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,800
電 子 記 録 債 務 2,128
短 期 借 入 金 4,340
１年内返済予定の長期借入金 74
未 払 法 人 税 等 453
賞 与 引 当 金 410
役 員 賞 与 引 当 金 38
工 事 損 失 引 当 金 11
そ の 他 1,075

固 定 負 債 232
長 期 借 入 金 1
繰 延 税 金 負 債 37
退 職 給 付 に 係 る 負 債 26
資 産 除 去 債 務 16
そ の 他 149
負 債 合 計 16,563

 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 27,283

資 本 金 3,626
資 本 剰 余 金 5,206
利 益 剰 余 金 19,459
自 己 株 式 △1,008

その他の包括利益累計額 120
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 200
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △80
純 資 産 合 計 27,404

資 産 合 計 43,967 負 債 純 資 産 合 計 43,967

－ 17 －



連 結 損 益 計 算 書
（2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

項 目 金 額
売 上 高 34,391
売 上 原 価 28,674
売 上 総 利 益 5,716

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,283
営 業 利 益 1,433

営 業 外 収 益
受 取 利 息 1
受 取 配 当 金 40
受 取 地 代 家 賃 146
売 電 収 入 64
そ の 他 104 357

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32
不 動 産 賃 貸 費 用 27
売 電 費 用 41
そ の 他 32 134
経 常 利 益 1,656

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0
受 取 保 険 金 54 60

特 別 損 失
災 害 に よ る 損 失 36
投 資 有 価 証 券 評 価 損 6 42

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,674
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 582
法 人 税 等 調 整 額 △11
当 期 純 利 益 1,104
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,104

－ 18 －
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連結株主資本等変動計算書
（2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本 その他の包括利益累計額
純資産
合　計資本金 資　本

剰余金
利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,626 5,206 18,677 △1,008 26,501 323 55 379 26,880

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △322 △322 △322

親会社株主に帰属する当期純利益 1,104 1,104 1,104

自己株式の取得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △122 △135 △258 △258

当 期 変 動 額 合 計 － － 782 △0 781 △122 △135 △258 523

当 期 末 残 高 3,626 5,206 19,459 △1,008 27,283 200 △80 120 27,404

－ 19 －



連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1.　連結の範囲に関する事項
連結子会社の数　２社
連結子会社の名称は、フジ運輸株式会社、ディ・ケイ・コム株式会社であります。

2.　持分法の適用に関する事項
該当する会社はありません。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの……………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法によっております。）

時価のないもの……………… 移動平均法による原価法
②　たな卸資産

建 設 資 材…………………… 先入先出法による原価から減耗費を控除する方法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

商 品 ・ 貯 蔵 品…………………… 総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
仕 掛 品…………………… 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
…………… 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

②　リース資産 …………… 所有権移転ファイナンスリース・リース取引に係るリース資産であり、自己所有の固定資
産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

③　無形固定資産
（リース資産を除く）

…………… 定額法
但し、ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

 

④　投資その他の資産……………… 長期前払費用は定額法によっております。
また、投資不動産については定率法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
 

①　貸 倒 引 当 金……………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

 

②　賞 与 引 当 金……………… 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上
しております。

 

③　役 員 賞 与 引 当 金……………… 役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額を計上しておりま
す。

 

④　工 事 損 失 引 当 金……………… 請負工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において損失の発生が見込ま
れる金額を計上しております。

－ 20 －
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(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計年度末
において発生していると認められる額を計上しております。
イ．退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。
ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

②消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

③のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは、７年間で均等償却しております。

5.　重要な収益及び費用の計上基準
工事売上高の計上基準

 

(1) 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事… 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）

 

(2) そ の 他 の 工 事……………………………………………………………………… 工事完成基準

連結貸借対照表に関する注記
減価償却累計額

有形固定資産 10,870百万円
投資その他の資産 759百万円

受取手形裏書譲渡高
41百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1.　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 4,000,000株
2.　剰余金の配当に関する事項

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基　準　日 効力発生日

2019年６月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 322 90.0 2019年３月31日 2019年６月28日

当連結会計年度の末日後行う剰余金の配当に関する事項

株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基　準　日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 322 90.0 2020年３月31日 2020年６月26日
（注）2020年６月25日開催の定時株主総会の議案として提案する予定であります。
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金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

　当社及び連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入によってお
ります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、
当社の信用限度管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を日々把握する
体制としております。連結子会社についても、当社の信用限度管理規程に準じて、同様の管理を行っております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に時価
や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。
　営業債務や短期借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社及び連結子会社では、各社が月次に資金繰計画を作成す
るなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足事項
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動するこ
ともあります。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 2,167 2,167 －
(2)受取手形及び売掛金 11,745
(3)電子記録債権 1,670

貸倒引当金（＊） △18
差引 13,397 13,397 －

(4)投資有価証券 866 866 －
資産計 16,431 16,431 －

(5)支払手形及び買掛金 7,800 7,800 －
(6)電子記録債務 2,128 2,128 －
(7)短期借入金 4,340 4,340 －
(8)未払法人税等 453 453 －

 

(9)長期借入金（１年内返済予定を含む） 76 76 0
負債計 14,797 14,797 0

（＊）(2)受取手形及び売掛金並びに(3)電子記録債権に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、(7)短期借入金、(8)未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(9)長期借入金（１年内返済予定を含む）
　これらの時価について、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で
割り引いて現在価値を算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「(4)投資有価証券」に
は含めておりません。

（単位：百万円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（※1） 12
（※1）上記について、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象としておりません。

１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額 7,655円38銭
2.　１株当たり当期純利益 308円49銭

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）
項 目 金 額 項 目 金 額

 

（資 産 の
 

部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品
建 設 資 材
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
前 払 年 金 費 用
投 資 不 動 産
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

32,799
1,607
1,712
1,670
9,756

248
17,477

27
31
85

199
△18

10,358
6,081

801
103
720

4
24

4,302
124

0
144
141

3
4,132

878
449
318

1,561
218
353
385

△34

 

（負 債 の
 

部）
流 動 負 債 15,971

支 払 手 形 2,636
電 子 記 録 債 務 2,128
買 掛 金 5,044
短 期 借 入 金 4,340
１年内返済予定の長期借入金 60
リ ー ス 債 務 17
未 払 金 269
未 払 費 用 165
未 払 法 人 税 等 365
前 受 金 299
前 受 収 益 11
預 り 金 22
賞 与 引 当 金 379
役 員 賞 与 引 当 金 34
工 事 損 失 引 当 金 11
そ の 他 185

固 定 負 債 117
繰 延 税 金 負 債 22
資 産 除 去 債 務 16
そ の 他 78
負 債 合 計 16,089

 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 26,867

資 本 金 3,626
資 本 剰 余 金 5,206

資 本 準 備 金 5,205
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 19,044
利 益 準 備 金 906
そ の 他 利 益 剰 余 金 18,137

買 換 資 産 特 定 積 立 金 348
特 別 償 却 準 備 金 56
別 途 積 立 金 16,350
繰 越 利 益 剰 余 金 1,382

自 己 株 式 △1,008
評 価 ・ 換 算 差 額 等 200

その他有価証券評価差額金 200
純 資 産 合 計 27,068

資 産 合 計 43,157 負 債 純 資 産 合 計 43,157
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損 益 計 算 書
（2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

項 目 金 額
売 上 高 33,279
売 上 原 価 28,057

売 上 総 利 益 5,221
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,015

営 業 利 益 1,206
営 業 外 収 益

受 取 利 息 5
受 取 配 当 金 40
受 取 地 代 家 賃 152
売 電 収 入 64
そ の 他 103 365

営 業 外 費 用
支 払 利 息 28
支 払 手 数 料 2
不 動 産 賃 貸 費 用 27
固 定 資 産 処 分 損 13
売 電 費 用 41
そ の 他 12 125
経 常 利 益 1,446

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0
受 取 保 険 金 54 55

特 別 損 失
災 害 に よ る 損 失 36
投 資 有 価 証 券 評 価 損 6 42

税 引 前 当 期 純 利 益 1,459
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 484
法 人 税 等 調 整 額 0
当 期 純 利 益 974
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株主資本等変動計算書
（2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資　本
準備金

その他
資本

剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

買換資
産特定
積立金

特別償却
準備金

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

当 期 首 残 高 3,626 5,205 0 5,206 906 348 78 15,750 1,307 18,391
当期変動額

買換資産特定積立金の積立 △0 0 －
特別償却準備金の取崩 △22 22 －
別 途 積 立 金 の 積 立 600 △600 －
剰余金の配当 △322 △322
当期純利益 974 974
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △0 △22 600 74 652
当 期 末 残 高 3,626 5,205 0 5,206 906 348 56 16,350 1,382 19,044

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,008 26,215 323 323 26,539
当期変動額

買換資産特定積立金の積立 － －
特別償却準備金の取崩 － －
別 途 積 立 金 の 積 立 － －
剰余金の配当 △322 △322
当期純利益 974 974
自己株式の取得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △122 △122 △122

当 期 変 動 額 合 計 △0 652 △122 △122 529
当 期 末 残 高 △1,008 26,867 200 200 27,068
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

子 会 社 株 式……………………… 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法によっております。）

時価のないもの………………… 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産

建 設 資 材……………………… 先入先出法による原価から減耗費を控除する方法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法）

商品・貯蔵品……………………… 総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
仕 掛 品……………………… 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

2.　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）
…………… 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

(2) リース資産 …………… 所有権移転ファイナンスリース・リース取引に係るリース資産であり、自己所有の固定資
産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

(3) 無形固定資産
（リース資産を除く）

…………… 定額法
但し、ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

 

(4) 投資その他の資産………………… 長期前払費用は定額法によっております。
また、投資不動産については定率法によっております。

3.　引当金の計上基準
 

(1) 貸 倒 引 当 金…………………… 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

 

(2) 賞 与 引 当 金…………………… 従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して
おります。

 

(3) 役 員 賞 与 引 当 金…………………… 役員賞与の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額を計上しております。
 

(4) 退 職 給 付 引 当 金…………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、当事業年度末日では、退職給付債務から未認識数理計算上の差異を控除した金額を
年金資産が超過する状態のため当該超過額を前払年金費用（投資その他の資産）に計上し
ております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より
費用処理しております。

 

(5) 工 事 損 失 引 当 金…………………… 請負工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損失の発生が見込まれる
金額を計上しております。
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4.　収益及び費用の計上基準
(1) 工事売上高の計上基準

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事………… 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）

②その他の工事…………………………………………………………………………… 工事完成基準
5.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっており
ます。
(2) 消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産処分損」（前事業年度１百万円）は金額的重
要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

貸借対照表に関する注記
1.　減価償却累計額

有形固定資産 9,721百万円
投資不動産 759百万円

2.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 72百万円
短期金銭債務 263百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引

営業取引による取引高
売上 0百万円
仕入 1,569百万円

営業取引以外の取引による取引高 24百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
1.　当事業年度末日における自己株式の数 420,270株
2.　自己株式に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 420,174 96 － 420,270
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
（繰延税金資産）

貸倒引当金 16百万円
賞与引当金 116百万円
未払事業税 25百万円
退職給付引当金 186百万円
減損損失 387百万円
その他 135百万円
繰延税金資産小計 868百万円
評価性引当額 △420百万円
繰延税金資産合計 447百万円

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 △153百万円
退職給付信託設定益 △86百万円
退職給付信託財産評価損 △113百万円
その他有価証券評価差額金 △84百万円
その他 △32百万円
繰延税金負債合計 △470百万円
繰延税金負債の純額 △22百万円

関連当事者との取引に関する注記
重要な取引がないため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
1.　１株当たり純資産額 7,561円57銭
2.　１株当たり当期純利益 272円20銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月11日

丸藤シートパイル株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人　トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 澤 幸 之 助 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 士 直 和 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、丸藤シートパイル株式会社の2019年4月1日から2020年3月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸
藤シートパイル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年５月11日

丸藤シートパイル株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人　トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 澤 幸 之 助 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 士 直 和 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、丸藤シートパイル株式会社の2019年4月1日から2020

年3月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。　

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー
ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2019年4月1日から2020年3月31日までの第72期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締

役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ

の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし
た。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月12日
丸藤シートパイル株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 浅 田 耕 一 ㊞
常勤社外監査役 石 川 　 朗 ㊞
社 外 監 査 役 内 山 　 裕 ㊞

以　上
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議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の最重要課題の一つと位置付けており、業績に裏付けされ
た安定的且つ適正な利益配分を継続することを基本方針としております。
　当期の剰余金の処分につきましては、業績等を勘案し下記のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類

金銭
(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき90円
総額　322,175,700円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2020年６月26日

２．剰余金の処分に関する事項
(1) 増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 600,000,000円
(2) 減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 600,000,000円
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第２号議案　取締役７名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって取締役８名全員は任期満了となります。つきましては、取締役７名の選
任をお願いしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

１

か
加

とう
藤

しち
七

ろう
郎

（1959年３月５日生）

1981年 ４月 当社入社

1,800株

2006年 ４月 当社東京支店技術部長
2008年 ４月 当社技術工事部長
2010年 ５月 当社札幌支店長
2012年 ４月 当社東北支店長
2014年 ６月 当社執行役員東北支店長
2016年 ６月 当社取締役執行役員営業総括部長、情報システム部、工場管理部

担当
2017年 ４月 当社取締役執行役員営業管理部長、工事統括部管掌、業務部、工

場管理部担当
2017年 ６月 当社取締役専務執行役員
2018年 ６月 当社代表取締役社長執行役員

現在に至る
〔取締役候補者とした理由〕
　主に技術部門の業務に携わり主要支店の責任者として、豊富な経験と会社業務について深い見識を有しており、代表取締
役として経営の重要事項の決定及び経営全般についての的確かつ公正な監督に十分な役割を果たしており適任であることか
ら、改めて選任するものであります。

２

は
羽

にゅう
生

しげ
成

お
夫

（1959年３月５日生）

1991年 １月 当社入社

1,200株

2009年 ４月 当社東京支店工事第一部長
2015年 ６月 当社執行役員東京支店工事第一部長
2016年11月 当社執行役員工事統括部長兼工事第三部長
2017年 ６月 当社取締役執行役員、営業管理部長、工事統括部管掌、業務部、

工場管理部担当
2019年 ４月 当社取締役執行役員、営業管理部長、工場統括部長、工事統括

部、技術統括部管掌、業務部担当
2019年 ６ 月 当社取締役常務執行役員、営業管理部長、工場統括部長、工事統

括部、業務部管掌、技術統括部担当
2019年10月 当社取締役常務執行役員、営業管理部長、工場統括部、工事統括

部、業務部管掌、技術統括部担当
現在に至る

〔取締役候補者とした理由〕
　主に工事部門の業務に携わり、全店の現業部門の統括責任者として、豊富な経験と深い見識を有しており、取締役として
経営の重要事項の決定及び業務執行に関する監督に適任であることから、改めて選任するものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

３

いずみ
泉

 
　

けい
惠

いち
一

（1955年８月13日生）

1979年 ４月 三井物産株式会社入社

800株

1990年11月 米国三井物産株式会社ニューヨーク本店鉄鋼部長
2006年 ６月 三井物産株式会社鉄鋼製品本部建設鋼材部長、国内営業推進部長
2006年 ６月 当社社外取締役
2009年 ６月 三井物産株式会社クアラルンプール支店長
2012年 ４月 インドネシア総代表兼インドネシア三井物産株式会社社長
2015年 ４月 三井物産スチール株式会社代表取締役副社長
2018年 ４月 同社取締役
2018年 ６月 当社顧問
2018年 ６月 当社取締役常務執行役員、経営企画部、情報システム部、技術統

括部管掌
2019年 ４月 当社取締役常務執行役員、経営企画部、情報システム部管掌

現在に至る
〔取締役候補者とした理由〕
　商社鉄鋼部門での豊富な経営経験と幅広い見識を有しており、取締役として経営の重要事項の決定及び業務執行に関する
監督などに適任であることから、改めて選任するものであります。

４

まつ
松

だ
田

たつ
達

や
也

（1963年６月19日生）

1988年 ５月 当社入社

1,100株

2013年 ４月 当社関東支店長
2016年11月 当社名古屋支店長兼営業部長兼業務部長
2017年 ６月 当社執行役員名古屋支店長兼営業部長兼業務部長
2019年 ４月 当社執行役員、札幌支店、東北支店、関東支店、名古屋支店、関

西支店担当
2019年 ６月 当社取締役執行役員、東京支店、名古屋支店管掌、札幌支店、東

北支店、関東支店、関西支店担当
現在に至る

〔取締役候補者とした理由〕
　主に営業部門の業務に携わり主要支店の責任者として、豊富な経験と深い見識を有しており、取締役として経営の重要事
項の決定及び業務執行に関する監督に適任であることから、改めて選任するものであります。

５

たか
高

はし
橋

けい
圭

すけ
介

（1966年11月14日生）

1989年 ４月 当社入社

600株

2014年 ６月 当社情報システム部長
2017年 ４月 当社経営企画部長
2017年 ６月 当社執行役員経営企画部長、情報システム部担当
2019年 ６月 当社取締役執行役員、総務人事部、財経部、環境安全部、内部統

制監査室担当
現在に至る

〔取締役候補者とした理由〕
　主にシステム部門、経営企画部門の業務に携わり豊富な経験と深い見識を有しており、取締役として経営の重要事項の決
定及び業務執行に関する監督などに適任であることから、改めて選任するものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

６

つ
津

がわ
川

てつ
哲

ろう
郎

（1948年８月31日生）

1978年 ４月 弁護士登録　第二東京弁護士会入会

0株
1986年 ４月 津川哲郎法律事務所所長
2008年 ６月 当社監査役
2014年 ６月 当社取締役

現在に至る
〔社外取締役候補者とした理由〕
　弁護士としての専門的見地並びに企業法務等に関する豊富な経験を有しており、社外取締役として経営の重要事項の決定
及び業務執行に関する監督などに適切な役割を果たしており適任であることから、改めて選任するものであります。

７

み
見

さ
坐

ぢ
地

 
　

かず
一

 
　

ひと
人

（1957年９月４日生）

1983年 ４月 日立造船エンジニアリング株式会社（現：日立造船株式会社）入社

0株
1986年 ４月 東海ゴム工業株式会社（現：住友理工株式会社）入社
1988年10月 株式会社本田技術研究所　栃木研究所入社
2009年 ４月 日本大学　生産工学部　数理情報工学科　教授　博士（工学）
2018年 ６月 当社取締役

現在に至る
〔社外取締役候補者とした理由〕
　大学教授として主に音響及び振動解析等を研究、騒音・振動分野の専門家として広範な総合的知見と高度な専門知識を有
しており、社外取締役としての経営の重要事項の決定及び業務執行に関する監督などに適任であることから、改めて選任す
るものであります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．泉惠一氏は2006年６月29日付で当社社外取締役に就任し、2008年６月27日付で退任いたしました。
３．津川哲郎氏及び見坐地一人氏は社外取締役の候補者であります。
４．当社は津川哲郎氏及び見坐地一人氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届けております。
５．津川哲郎氏及び見坐地一人氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に規定する額としております。当社は、両氏が再
任されましたら当該契約を継続する予定であります。

６．津川哲郎氏は2008年６月27日付で当社社外監査役に就任し、2014年６月27日付で退任いたしました。
７．津川哲郎氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって６年となり

ます。
８．見坐地一人氏は現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年とな

ります。
９．津川哲郎氏及び見坐地一人氏は当社の親会社等ではなく、また過去５年間に当社の親会社等であったこともありません。

10．津川哲郎氏及び見坐地一人氏は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員ではなく、また過去５年間に当社の特定関係事
業者の業務執行者又は役員であったこともありません。

11．津川哲郎氏及び見坐地一人氏は当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定もなく、また過去
２年間に受けていたこともありません。

12．津川哲郎氏及び見坐地一人氏は当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員の配偶者、三親等以
内の親族その他これに準ずるものではありません。
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第３号議案　監査役１名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、監査役浅田耕一氏が任期満了となりますので、監査役１名の選任をお
願いしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。
氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

さくら
櫻

い
井　

り
利

いち
一

ろう
郎

（1954年１月28日生）

1991年 ２月 当社入社

1,000株
2002年 ４月 当社総務人事部総務グループ長
2011年 ４月 当社総務人事部専門部長
2012年 ６月 当社内部統制監査室長
2014年 ２月 当社内部統制監査室

現在に至る
〔監査役候補者とした理由〕
　主に総務部門、内部統制部門の業務に携わり、企業法務及び事業活動に関する深い見識を有しており、当社の経営に資するところ
が大きいと判断し、監査役候補者としております。

（注）１．新任の監査役候補者です。
２．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．櫻井利一郎氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す

る予定であります。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に規定する額を予定しております。

第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　2019年６月27日開催の第71回定時株主総会において補欠監査役に選任された平田 厚氏の選任の効力は
本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、改
めて補欠監査役１名の選任をお願いしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は次のとおりであります。
氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
ひら
平

た
田

 
　

あつし
厚

（1960年５月23日生）

1990年 ４月 弁護士登録　第二東京弁護士会入会
0株2004年 ４月 明治大学法科大学院専任教授

2012年 １月 日比谷南法律事務所弁護士
現在に至る

〔補欠社外監査役候補者とした理由〕
　法科大学院の専任教授としての高い学識と弁護士としての豊富な経験に基づく高い見識を有し、更に業務執行を行う経営陣から独
立した客観的立場にあり当社の経営に資するところが大きいと判断し、補欠監査役候補者としております。

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．平田 厚氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３．平田 厚氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に規定する額を予定してお
ります。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図
会場 航空会館　５階会議室
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入口→

会場最寄駅
 

・Ｊ Ｒ 新橋駅 日比谷口 徒歩６分
 

・地下鉄 新橋駅 ⑦出口 徒歩５分 （東京メトロ銀座線／都営浅草線）
 

・地下鉄 内幸町駅 Ａ２出口 徒歩１分 （都営三田線）


